


人文社会系大学院のキャリア形成支援
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現在、多くの習の大学院において、優れた研究者と同時により多様な分野で活躍可能な人材の育成を I~指

したキャリア形成支援が進められるようになっている。その背景には、大学院進学者が大学の研究教育i織を

選択するとしづ従来型のキャリアパスが世界的に困難なものとなる一方、高度な専門知識を備えた人材への

社会的要請はグローノミルイヒへの対応やイノベーション創出に向けてむしろ高まりつつあるとUづ現状がある

(1)。日本においても、人材育成・活用に向けた政策レベル あるいは大学運営レベルで、の意織は高まってき

ており、それがさまざまな形で実行に移されつつある。博士号取得者に代表される高度専門人材を社会全体

で活用する位三組みの整備が大学や企業、政府:鴎の共通訴え題として設定される中、大学院生のキャリア形成を

社会的要請や学生のニーズに目配りしながら支援していくことが、今後このような取り組みにおいて大学が

果たす役割のーっとなろう。

日本の大学院におけるキャリア形成支援への取り組みについては、これまでにも理系大学院を1=1:1心にイン

ターン、ンッフ。等の事例が蓄積されてきている一方、文系大学院についてはその取り組み自体が就i政事情の厳

しさに見合うものとはなっておらず湖、参照することのできる事例研究もまだ多くはなしゅ。そこで、本稿で、

は、筑波大学大学院人文社会科学研究科PFP(Preparing Future Professors / Professionals)実施委員会の

活動を取り上げ、とくに人文社会科学系大学院におけるキャリア形成支援の焦点と課題を明らかにしようと

試みる。そのために、以下で、はまず大学院の人材育成機能をめぐる社会的要請や政府、大学での取り組みに

角封もつつ、それを踏まえて PFP実施委員会の活動から得られたデータを検討し、現場レベノレから文科系大

学院におけるキャリア形成支援の効用と課題を検討してし 1く。

1 大学院教青に対する社会的要請と対応

日本における大学院生や博士号取得者の就労への問題意識は、大学のポスト減少問題のみならず、経済社

会的変化への対応や少子高齢化の進展に伴う労働力確保とし、う観点からも高まっている。とくに毘木経治済洲rl

体連合会(以下、経回連)は近年ますます力加E速するグロ一ノパ《勺/ルレ川f化ヒに対応するために、産学官の連携強化によ

る人材育成に力を入れることを求めている。そこで重視されているのは、 f国際社会で活躍し、成長分野等で

世界を牽引するリーダーとなれる高度人材Jや、あるいは f異なる分野の知識を総合して、イノベーション

による新たな付加価値を創造できる」力を持った修士・樺士課程レベルの高度人材を育成する試みで、あるω。

「経団連成長戦略2011Jにおいては、このような人材の育成を進めるために大学・大学院改革の加速を求め

る一方、産業界の側でもインターンシップの受け入れ紘充等の措壁を講じることで、育成フ。ロセスに関与する
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とし、う方針も提示されているω。

文部科学省の取り組みも、このような産業界の要請に応えつつ、大判完における人材育成方針の転換を促

進しようと誤渇ιるものとなっている。「大明涜教育改革支援フ。ログラム(大学院 GP)Jでは、高い専門性と

応用力を有し、グローバルに活躍可能な人材育成の必要性が認められる一方で、そのような人材を産業界に

供給する大学の体制は十分ではないとの意識のもと、大学院における教育改革の加速が重要な誌題として設

定されている。近年の大'者涜生・ポストドクタ一向けインターン、ンップのま也続的な強化方針も、そのような

取り組みの一環として位置づけられよう。さらに、 2011年8月に決定された「第二次大学院教育振興施策要

綱jでは、グローノくノレ人材の創出と1等士号取得者のキャリアパスの多角化が向こう 5年間の大学院改革方針

のーっとして甫確認されている(ω。

このように、大学における人材育成機能と社会的要請を一致させ、高度な専門知識を備えた人材を活用す

ることへの意識は高まっている。今後は文部科学省、や経済産業省、経団連、そして大学問の連携を通じてよ

り実体的かっ札織的な取り組みが進められていくこととなろう。利高で、取り上げる筑波大学大学院もまた例

外ではなく、大学院共通科目の開設やポストドクター・インターン、ンップ推進事業の実施などの取り組みを

通じて、学生が研究能力のみならず、多角的かっ長期的な視野に立ったキャリアデザイン能力を高めること

ができるような教育制度構築の試みも具体化しつつある。

2.筑波大学大学院人文社会科学研究科のOB.OG誤査

筑波大学大学院人文社会科学研究科で進められるキャリア形成支援は、こうした近年の社会的要請に応え

つつ、学生の進路開拓能力を向上させていこうとしづ試みである。しかし、文科系大学院におけるキャリア

形成支援への取り組みが萌芽段暗にある中で、学生保IJからあがってくるボトムアッフ。のニーズ、と中央官庁や

産業界、あるいは大学がトッフ。タマウン型で、実施するブ。ログラムとの間の整合性をし 1かに確保するのかという

点は依然として明らかではなく、今後は実態調査と実践を通じたフィード、パックを繰り返し、学生のニーズ、

社会的要請、教育フ。ログラムのすり合わせを段階的に進めていく作業が不可欠である。

このような問題意識に基づき、人文社会科学研究科で、は新たなキャリア形成支援フ。ログラムの立ち上げに

あたり、まずはカリキュラム作成上の重点項目を特定すべく、 2010年2"-'3月にかけてキャリアパスに関す

るアンケート調査を実施した(7)。実際の調査は、 2003"-'2009年度に修了または退学した756名のOB.OG

のうちω、連絡先が不明のものと調査依頼状が返送されてきたものを除く 442名が対象とされた。本稿の分

析で提示するデータは、このうち回答を得られた 115名(修士号取得者76名、博士号取得者51名、うち無

回答2名)についての調査結果をもとにしたものである(具体的な誠査項目については稿末の添付資料を参

j報)。全体の回答率が 26%と低く、回答者の分布も社会科学系に比して人文系の専攻出身者の占める割合が

大きいなどの偏りが見られるため、データには今後個別の間き取り等による補完が必要となる。しかし同時

に、人文系大学院生の就i隊率が他の分野に比べて低し、という観点から見れば(9)、ここで得られたデータは大

学院におけるキャリア形成支援の方向性と効用を考える上で、きわめて重要な示唆を含んだ、参考資料となるも

のとも位置づけられよう。実際の調査項 I~ は多岐にわたり、得られた情報も豊富だが、ここではその中でも

カリキュラムの作成にあたってとくに重視した、①キャリア予測と満足度、②職場で必要と感じる能力、③

大学院教青の有効性の三点に触れておきたい。

(1)キャリア予測とj前足度
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修士課程の学生の大半が修了後の進路として一般企業や官公庁への秘蔵を考えるのに対して、博士課程に

進学:する大学技生は、大学にポストを得て研究教育を仕事にしようと考えるのが通例である。言い換えるな

らば、多くの博士課程大学院生は、自らのキャリアとして大学への就)1践を目指していることが想定される。

その一方で、実際に博士課程を修了したとしても、必ずしも大学に常勤ポストを得られるとは絞らず、その

ような傾向は近年ますます高まっている。しかしながら、 OB'OGの歩んだキャリアが当初の予想通りだ、っ

たか否かという点と、実際に歩んでいるキャリアにどの手割支満足しているかという点は必ずしも一貫した対

応を示していない。
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図1は、歩Jぐに対する満足度を職種別にまとめたものである。表1で、はその中で、もサンフ。ノレ数の多かった

職種について、キャリア予測と満足度との関係を整理している。これらの図表からは、現役の大学教員(常

勤)については比較的予想通りの進路を歩んでおり、かつ、現状に対する満足度も高いことが明らかである。

その一方で、留家公務員や一般企業に勤務する OB'OGについて見てみると、進路が予想通りではない場

合でも、現伏に対する満足度は高いことが示されている。これに対して、「その他jの職種に就いているOB.

OGは必ずしも予想通りのキャリアを歩んでいるわけではないものの、その満足度は置かれた立場によって

明確な傾向があらわれることが明らかになった。「その他jのカテゴリーを占めるのは、ほとんどが研究や教

育に携わる職業、団体職員等である。その中で、現職に対して満足と答えているすべての回答者が、その進

路を予測していたか否かにかかわらず常勤職に就いているのに対して、不満足と答えた多くの沼答者の現職

は、非常勤ないし任期付きのもの(非常勤研究員、契約公務員等)となっている。「その他jの中で非常勤職

に就いているものは六割を占めており、そのことが向カテゴリーにおける現状への不満足度を押し上げてい

「
円
U
A
立

る。



表 1 瀦重JjiJに見たキャリア予測と現状への満足度(%)

キャリアを予揺していた 現状への満足度

OB'OGの割合 (満足+(まぽ満足)

大学教員(常勤) 63.4 76.5 

大空宇お(員(非常勤) 50.0 46.7 

公務員 44.4 88.9 

一般企業 54.5 78.3 

その他 28.6 29 

ここで明らかになるのは、現j織に対する満足度には予想通りのキャリアを実現できているかどうかはあま

り関係がなく、実際には「常勤の職jについているかどうかによって満足度が大きく左右される傾向が見ら

れるという点である。言い換えるならば、このような調査結果は大学の研究教育織に縛られないキャリアデ

ザインの多角化が(たとえ実際のキャリアパス決定時には不本意なもので、あったとしても)、長期的には満足

度を高める千鰭IJを果たし得ることを示している。

(2)抑揚で必要と感じる能力

むろん、キャリアを「設計するj際に多角的な意識を持っておくことの妥当性が明らかになったとしても、

次にそのようなキャリアを「実現するJための能力を具体的に有しているかどうかが問題となってくる。調

査の中でも、とくに「職場で必要と感じる能力Jとそのような能力を育成するための「大学院教育の有用性j

との関係についての分析結果は、大学院におけるキャリア形成支援フ。ログラムの構築を進めていくにあたり

示唆に富んでいる。ここでは、回答者の現在の所属先の中で、もサンフ。ル数の多かったもののうち、大学常勤

教員、大学非常勤教員、国家公務員、一般企業社員の四職種をとりあげ、回答の害IJ合が一定の基準以上のも

のをその職務でとくに必要とされる能力と仮定した上で、職種ごとの差異と共通項を整理した(10)。

1~12 のデータは、職種によって必要な能力に対する意識が異なっている部分があること、それゆえに教育

にあたってはある程度網羅的な能力育成が可能なカリキュラムを作成する必要があることを示唆している。

しかしそれ以上に重要なのは、多くの職種に共通して高い必要性が感じられていることが明らかになった能

力が、① f分野や立場の異なる人々とコミュニケーションをとる能力j、②「外患語を使いこなす一能力j、③

fノJ事を多面的に考える能力j、④「状況に応じた柔軟な思考力J、⑤「情報を収集し分析する能力J、⑤「自

的に応じた文章を書く能力J、⑦「新たな研究や事業を企画・立案する能力Jと、七項目にものぼるという点

である。これらの項目を仮にカテゴライズするならば、①~②は fコミュニケーションにかかわる能力J、③

~④は「思考力j、⑤~⑦は「情報収集・発信にかかわる能力j として括ることができょう。
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(3) これまで、の大学院教育・指導の有用性

上記のように、人文社会科学研究科の OB.OGはコミュニケーション能力、思考力、'情報関連能力の重

要性を職場で感じていることが明らかになった。経由連の実施した個々の企業レベルで、求められる人材像調

査においても、コミュニケーション能力への注目度は群を抜いて高いことが示されている<1u。では、これら

の能力を向上させるにあたり 大学院における王た伏の教育・指導にはどの程度の有用性が認められるのであ

ろうか。 OB.OGのアンケート調査に見られた回答には、各カテゴリーの間に大きな差が見られる。倍々の

能力育成に対して人文社会科学研究科の教育体制がどのf~支有効であるかを 5 点満点で罰守出した場合、平均

値は3.60と全体的にはある程度の教育効果が認められている。その中でもとくに思考力や情報関連能力の向

上については総じて平均値を超える有用性が見出されている。これに対して、コミュニケーション能力にか

かわる項目については、いずれも平均値を下回った(表2)。

ウ

i4
 

質問項目



表2 大学院教育・指導の有用性に関する項目別評価

項目 評{ufi(5点満点)* 

ひとつの物撃を深く考えるカ 4.68 

物事を多間的に考えるカ 4.24 

状況に応じた柔軟な思考力 3.81 

情報(資料やデータ)を収集・分担子する能力 4.43 

沼的に応じて文章をi菌室書き分ける能力 3.77 

新たな研究ゃ:事業を企画・立案する能力 3.63 

分野や立場の異なる人々とコミュニケーションをとる能力 3.41 

分野や立場の異なる人々と協同して問題を解決する能力 2.76 

チームワーク 2.85 

プレゼンテーション有臼〕 3.84 

各種資金仰f究費・予算:等)をj鋲与する能力 3.00 

隈られたりソースを適切に陸出子し、有効に活用する能力 3.24 

教育能力 3.52 

研究倫理 3.95 

タトI~~?+を{吏し、こなすすEカ 3.54 

平均値 3.60 

女各]支i当について、大明涜で受けた教育やJ浮薄が当該能力の育成にとって有用だ、ったかど、うかを 5段階(5=i非

常・に有用だったj、4=iある程度有用だ、ったj、3=iどちらとも言えなしリ、 2=iあまり有用で、はなかったj、1=

f全く有用ではなかったJ)で割引L

ここで改めて、職場で必要とされる能力に自を向け、教育指導の有用性との対応関係を見てみると、後者

に対する前者の割合が相対的に高い項目には、コミュニケーションに関連するものが集まっている(!~ 3)。

このような点に着目するならば、学生のキャリア多角化を促すには、現行の教育体制が備えている思考力や

情報関連能力の育成機能を維持しつつ、さらにコミュニケーション能力の育成を狙うことのできるカリキュ

ラムが求められるということになる。
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「職場で必要とされる能力J と「大学院教育・指導の有用性に関する項 1~ l.l IJ評価J の関係
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*数値は[職場で必要とされる能力jの項目見IJ平均値と「大朝涜教育・指導の有用性に関する攻iヨ日1]5判!日iIJの単位をそろえ、そのJ;ヒヰ告を算I:l:¥.，

人文社会科学研究科PFP実施委員会の問題意識

上記の調査結果からは、大学教員に限らず広く常勤!肢を視野に入れる形で、キャリアデザインの多角化を促

すこと、また、その実現能力の育成という観点からコミュニケーション能力の向上を図ることが、大学院生

のキャリア形成支援における重要な要素となるとしづ示唆が得られる。筑波大学大学院人文社会科学研究科

では、このような調査結果を踏まえてカリキュラム開発の方針を定め、大明涜生を対象としたキャリア形成

支援の取り組みを進めている(12)。具体的な方針決定及び活動の主体は、人文社会科学研究科の全9専攻(博

士前期課程、後期課程、一貫制博士課程を含む)からそれぞれ選出された教員によって構成される PFP実

施委員会である(ゆ。 PFP実施委員会の開講する授業や講演会、ワークショッフ。で、は博士課程に在籍する大学

院生へのアプローチを念豆長に量きつつ、問時に修士課程の学生の積極的な参加も推奨している。というのも、

修士課程の学生もまた程度の差こそあれ、専門性の高い研究について社会との接点を模索する必要があると

いう点では博士課程の大学院生と共通した課題を抱えており、また、とくに博士後期課程への進学を考える

場合には早い段暗からキャリアデザインについて自覚的である必要が認められるためである。

PFP実施委員会においてはキャリアデザインの多角化やその実現能力の向上を促すにあたり、以下の三点

を重視したカリキュラム設計が進められている。第一に、大学や研究機関以外への知識選択肢を自発的かっ

積極的に視野に入れることができるよう、学生の意識を高めていくことである。実際、博士課程まで進学す

る大学院生は大学における研究教育ポストに対する志向性がきわめて高い一方で、そのようなキャリアデザ

インが他の選:j:RJ1支までを視野にいれたうえで総合的になされたものであるとは言えない場合が多い。

第二に、仮に大学院生が研究職以外のキャリアを選択した場合に、それを実現するための実行能力を担保
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することである。この点については近年、大学院生やポストドクタ一人材に「移転可能なスキノV'transferable

skills" Jへの意識を高めることの重要性が注目されている。「移転可能なスキルjとは、ある文脈(ここでは

研究)で育成されたスキルの中で、他の文j派(研究職、非研究j識を含めたより一般的な業務等)においても

有用なものをt討も4)0具体的な「移転可能なスわりにはさまざまなものが取り上げられうるが、 PFP実施

委員会では調査結果に基づき、コミュニケーション能力の育成を中心とした幅広い能力の育成を視野に入れ

ている。このようなスキルを効率的に高めていくことが、多角的なキャリアデザインを実現してしくには欠

かせない要素となる。

最後に、意識改革と能力向上に焦点を当てたこのような試みが進路を「変えるjことを意味するのではな

く、選択のlt高を「広げるjものであるということを重視しつつカリキュラムを組み立てるということである。

たしかに、大学院進学者にとって大学における研究i践としづ進路は狭まっており、一般企業への就職にも目

を向ける必要性は高まっている。だが、科学技術の発展の中核を担うと同時に、また、高度な知識を学生も

含め広く紛受するとしづ大学の役割そのものが(今のところは)変わったわけで、はなく、大学における研究

教育人材の雑保は今後も重要な課題で、あり続ける。また、多くの大学院進学者の動機からしても、キャリア

の多角化を模索することが大学への就j織とし 1う選択を妨げず、むしろその可能性をも高めるような形で準備

されていることは重要である。

4. r人文社会科学のためのキャリアデザイン論Jの実施

このような方針に基づき、 PFP実施委員会で、は①キャリアの多角化に向けた学生の意識変化を促しつつ、

②さまざまなキャリア実現のために必要な能力を身につけることを自約として f人文社会科学のためのキャ

リアデザイン論Jを中心としたカリキュラムを策定した。その実胞過程において、大学院のキャリア形成支

援に関するいくつかの効用と課題が明らかlこなっている。

(1) OB. OGによる講演会を通じたキャリアイメージの多角化

まず、 PFP実施委員会では、大学院生は大学の研究教育ポスト獲得を目指すとしづ単線的なキャリアデザ

インのイメージを一旦ぬぐい去り、その上で大学教員や企業での就職をも含めた視線的なイメージを作り上

、げ、また、それが実際に可能であることを学生に理解してもらうため、「人文社会科学のためのキャリアデザ

イン論(1)ーキャリアデザイン講演会-Jとして人文社会科学研究科のOB.OGを中心に学内外からゲス

トスビーカーを招いて授業を実施した。ゲストスビーカーの職種は民間の研先機関、一般企業、高等専門学

校、独立行政法人、大学教員等多岐にわたっており、講演を通じて大学院時代の研究と現在のキャリアパス

とのつながりや、その中で研究活動とその他業務を両立していくことの意義や価値についてさまざまな実例

が提示される(15)。

授業では、主にかつて博士課程に在籍した OB.OGに講演を依頼し、現役学生に対して具体的なキャリ

アイメージを提供するよう努めているが、修士課程学生の参加者も多く、大学院における活動が具体的にど

のような形で社会と接点を持つのかを理解する材料として役立てているようである。とくに修士課程に籍を

置く参加学生は、入学後数カ月で、開始される就職活動に積極的に活かすことのできる情報を求めており、総

じて意識は高い。また、博士後期課程への進学を考える学生にとっては、その後のキャリアを具体的に想像

したJこで進学の是非について考慮するための重要なイメージを提供するものとなっていることが、提出され

たレポート課題等から明らかになっているω。
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(2)インターンシッフ。を通じた研究と社会的要請の架橋

このような形で大学教員等の研究者、企業や官公庁を含めたキャジアパスの多角的なイメージを膨らませ

ることに加えて、イメージを具体的に実現させていくための支援も必要になってくる。大学IBtインターンシ

ツフ。の実施は、そのための有力な手段のーっとして位置づけられる。 2011年度より開始された f人文社会科

学のためのキャリアデザイン論 (2)ーインターンシッフ三一jでは、「高度専門職業人Jの育成にやや大きな

比重を置きつつも、同時に社会活動への積極的な参画を通じて学生自身の研究に対するフィードノくックを獲

得することを試みている。

インターン、ンッフ。は主に、①受入先へのアフ。ローチ、②事前ワークシートの作成、事前指導及びディスカ

ッション、③実習と業務日誌の作成、@事後ワークシートの作成、事後指導及びデ、イスカッ、ンョン、⑤実習

先組織の担当者によるフィード、パックという五つのフェーズから成り立っている。インターンシッブ。の受け

入れ先は、学生が自ら実習先にアフDpーチするものと、人文社会科学系の大学院生がキヤジアについて考え

る上で、また、研究へのフィードバックを考える上でとくに有用であると PFP実施委員会が判断し、斡旋

するものの二つに大別される。このような実習先として、 PFP実施委員会では畏間企業(出版社)、研究所

(人文系、社会科学系を含む)、NPO等に協力を依頼し、斡旋の内諾を得た上で学生に対して公示している。

インターンシッフ苛ヰ自を開講したところ、 2011年度には修士課程、 i等士課程を含む7名の学生がj覆修登録

を行い、実際にインターン、ンッフ。を実施した(川。学生への事前・事後指導や提出されたワークシートからは、

実習から得られるキャリアデザインや研究へのフィード、バックは個々のケースに応じてさまざまである一方、

総じてキャリアに対する視野の広がりや問題点の把握、あるいは学術的フィードバックを口頭ないし文窓を

通じて表現する力が高まっていることが明らかになっている。とくに前節で述べた能力教育との関連で重要

なのは、学生が大学院で進めている研究に対して必ずしも前提知識を共有していない場合に、自分の研究に

ついていかにうまく説明するか、あるいは研究で、培ったスキノレを社会のニーズにどのような形で鍛織するこ

とが可能かとしづ問題への意識が高まったという点である。人文社会科学系大学院におけるインターンシッ

プの実施数はまだ少ないものの、このような結果は部職後に求められるコミコ.ニケーション能力の向上とい

う点で、大学院インターン、ンッフ。が一定の効果をあげうることを示していると言えよう。

(3)競争的資金の獲得とコミュニケーション能力養成

インターンシッフ。に比してより研究職志望者の能力養成に特化した科目が、競争的外部資金の獲得に関す

る基礎知識と実践的スキルを身につけることを目指す「人文社会科学のためのキャリアデザイン論 (3)ー

グラントライティングーjである。伺科目には、大学院前期課程、後期課程の学生のみならず、人文社会科

学研究科に所属の研究員、非常勤職員、さらに教員からも問い合わせや実際の参加者があった。多くの大学

で競争的外部資金の獲得が重要な評題となる中、そのための能力を身につけることへの意識は学生を含む若

手研究者の簡で非常に高く、とくに大学における研究教育キャリアの実現能力を高めるという観点からは今

後もこのような授業を京臨続的に開講することの意義は大きい。

また同時に、実際の授業を通じて fグラントライティングJの訓練がコミュニケーション能力の育成に寄

与することも明らかになっている。競争的資金の獲得に際しては、予算申請書が必ずしも専門を同じくしな

い審査員の自に触れるということが想定される。言い換えるならばそれは、異なる立場や学問分野の研究者

が集まる場において、相互に理解可能な形で自らの研究の学術的、社会的重要性をアピールする必要に追ら

れることを意味する。「グラントライティングJの講義・討論は、通常は異分野交流の機会を持つことが少な

F
h
u
 



い学生が、個々の研究を題材にしつつ相互理解を目指すことにより、こうした異分野間コミュニケーション

の場を低想的に生み出すオ残IJを果たしている。実際、参カロ者の専門分野は言語学、人類学、政治学、国際政

治学など多岐にわたっており、対象とする研究地域やアプローチも多撲で、あった。このように背景知識の共

有がなされていない状況のもとで他者に研究の学術的価値と社会的意義を説明する作業は、単に研究キャリ

アに進むことを想定した予算獲得能力のみならず、コミュニケーション能力の重要性に対する意識を高め、

その向上を呂指す取り組みの場として機能しうる。

(4)開題点の考察

以上のように、 PFP実施委員会ではOB.OGの意識と経!殺に関する調査に基づいて、職場で一般的及び

個別に求められる能力と大学院で習得可能な能力とのズレを特定し、そのギャップを埋めるような形で大学

院生に対するキャリア形成の支援を進めてきた。このような取り組みに対して、受講した学生の提出課題や

開き取り調査では概ね肯定的な評価がなされており、各授業の狙し、も少なくとも意識改革という点で、は成功

していると判断できるものとなっている。しかしむろん、 PFP実施委員会によるこうした試みはまだだ、端緒に

つい7た幻こUばまかりで

もつとも大きな諒:趨題は、キャリアデザインの重要性に対する学生の意識である。 OB.OGを対象とするア

ンケート調査からは、研-知識、手判明・究臓の男IJなくキャリアデザインに関する教育への高い要請が読み取れる。

加えて、受諾者やOB.OGを対象とする偲々の聞き取り誠査では、修士課程 1年次ないし博士後期課程 1

年次にキャリアデザイン関連科目を受講することを強く推奨する芦も多く関かれる。しかし実態としては、

研究科の学生数が626名(前期303名/後期323名、 2011年 10月現在)であるのに対して、本稿で触れ

た三つの科目の受講者はのべ30名手出支にとどまっているのが現状である。

そもそもこうした授業を自発的に受講する学生は、キャリアデザインに対する問題意識を一定手:w支有して

おり、その意識を発展させていくことが教育側の主たる取り組みになってくる。これに対して、受講者以外

の学生に開き取り調査を行ってみると、キャリアデザイン関連科目は数ある専門科目のーっと同等か、それ

以下の優先j樹立しか与えられていないために、個々の研究時間の確保を優先するとしづ判断がなされている

ようである。むろん、限られた時間としづ資源をどのように配分するかは、最終的には個々の学生の判断で

しかない。しかし、多くの OB・OGが実務に携わり始めてから後付け的に得た「気づきJに鑑みれば、少

なくとも大学院のキャリアデザインについて学ぶ機会を学生に対して開いておき、その意味を折に触れて

PRし続けていくことの重要性は杏定しえないだろう。

もう一点、大学院として修了者にどのような形で、アフ。ローチするかという点は、今後解決すべき重要な課

題となりうる。現在のところ、 PFP実施委員会の取り組みは現役の大学院生を対象としているが、大学院に

おけるキャリア支援の想定からすれば、 i識を持たないポストドクタ一人材もまたこうした機会を提供するべ

き対象となるはずである。だが、 OB.OGアンケート調査の回答率の低さにもあらわれているように、ここ

で、一旦大学院をmf鼠/したポストドクタ一人材との間のコミュニケーションの不在が問題となってくる。ポスト

ドクター・インターン、ンッフ。を含め、大学院が今後キャリア形成支援の取り組みを進めていく際には、こう

した問題にも対処する必要があろう。

おわりに

本稿で、は、筑波大学大学院人文社会科学研究科における OB・OG調査、及びそれを踏まえた教育への取
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り組みの事例を通じて、キャリアデザ、インの多角化やコミュニケーション能力の育成を車rtlとする包括的キャ

リア形成支援の重要性を示した。その上で、 OB'OGとの接触による具体的なキヤジアイメージの獲得やイ

ンターン、ンッフ。の実施、あるいはグラントライテイングの作業を通じた具分野賠コミュニケーションの実践

が、これらの能力を育成するに際して一定の効果を有することを明らかにした。アカデミジクポストの減少

が文理を問わない問題である一方、大学以外の研究ポストに広がりの乏しい文系大学院の教育においては、

これらの要素を中心とする f移転可能なスキノレjの育成が理系分野以上に重要な課題となろう。ただし、こ

うしたキャリアデザインの重要性に対する学生側の意識は依然として低く、受精機会につなげるにはカジキ

ュラムやPR面でのさらなる工夫が必要で、あることも、本稿の実践例から!司様に明らかになっている。

むろん、こうした取り組みはまだ年月も浅く、教育成果の検証も含めた事例の蓄積にはしばらく 1]寺簡を要

するように思われる。しかしその一方で、社会において高い専門性を有した文系人材に対する理解も、わず

かずつではあるが高まりつつあるようにも見える。人文社会科学系の大学院生が持つ能力について企業への

関き取りを行ったところ、たとえば出版社からは言語学系の学生が備える能力に対して一定の評価を得てお

り、また、コンサノレテイング会社で、はフィーノレドワークの訓練を受けた大学院生の持つ対人制査能力や現実

的分析力等にも注目している。現状で、は博士課程在籍者やポストドクタ一人材を採用する企業が大きく j:留え

ているわけではないものの、このような社会的要請に応じて適切な人材を送り込み続けることは、労働市場

における大学院生・ポストドクターの価値を高め、市場そのものの拡大を促すという観点からも重要になっ

てくる。

最後に、大学院レベノレのキャリア形成支援が産業界の需要に見合った人材供給を進めるという詩的のみな

らず、多くの大学院生が想定する従来型のキヤジアパス、すなわち大学における研究教習者の育成という観

点からも不可欠の要素となりつつあることは見逃しえない。というのも、大学院生を取り巻く就労状況の改

善が当面のところ見込めないとすれば、学生から大学教員としづ立場になった場合にキャリアデザインにつ

いても(むろん、専門ではないにせよ)一定の知識に基づいた学生指導を行う必要性が高まっていくことが

予想されるためである(18)。このような考え方に基づく学生へのアプローチは、先に述べたような、あくまで

もアカデミックポストを5齢、続ける学生に対して、キャリアデザインの問題に触れてもらうための入り口を

?創共するものともなりうる。大学、産業界に持続的かつ有用な人材供給が可能な体制を作り上げてし、くには、

こうした学生側の動機にも目配りした教育制度を目指す必要がある。そのためには、今後も大学院教育とそ

の成果に関するさまざまな事例を蓄積し、そこから得られたフィードバックを実際の教育体制に誕封涜的に反

映させてし1く試みが求められよう。

注

1) 博士号取得者の需給バランスをめぐる世界的な問題については、 Cyranoski，David， Natasha G立be此，

Heidi Ledford， Anjali Nayar， and Mohammed Yahia，“Education: The PhD Fac加η:The world is 

producing more PhDs than ever befor・e.Is it time to sぬp?"Nature， Vol. 472， April 21， 2011， pp. 

276・279< http://www.nature.comlnews/2011/110420/pdfi.472276a.pdf>等を参照。また、グローノくノレ化

への対応としづ文脈で各国の博士課程大学院におけるキャリア形成支援を論じたものとして、 Nerad，

Maresi， and Mimi Heggelund (eds.)， 1bward a GJobal PhD?: Forces and Forms in Doc.白'I"al

Education昨orJdwidc久UniversityofWashington Press， 2008を参照司このような大学院教育の取り組

みにおいては、程度の差こそあるものの、キャリアパスの多角化という視点が重視されるようになって
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いる。

2) 2007年4月に行われた大物完インターンシッフ可こ関する文部科学省調査で、は、インターンシツブ。を実施

する大学院の数は年々増えているものの、2006年度の段階でまだ1割強にとどまっていることが示され

ている。また、大学院におけるインターン、ンップの実施は修士課程と博士課程の割合がおよそ 9:1とな

っている(文部科学省「大学等における平成18年度インターンシッフ。実施状況調査についてJ2007年<

http://wぽp.ndl.go.jp/info:ndljp/pidJ286794Jwww.mext.go.jp/b_menu/houdouJ19/11107111902.htm>)。

専門分野ごとのインターンシッフ。実施状況にも大きな差が見られる。とくに 2002年の誠査結果では、

工学系大学院生のインターン、ンップ実施者が1000人近くと突出しているのに対して、社会科学系は195

名、人文系は73名と大きな開きがあることが示されている(文部科学省中央教育審議会「新時代の大学

院教育一国際的に魅力ある大学院の構築に向けて一答申j、附属資料 15r大学院インターンシッフ。の実
施状況J2005年9月5日<http://www.mext.go.jp/b_menuJshingilchukyo/chukyoO/伽 shin/050905011 

0211003・15.p訂>)。理系(とくに工学系)大学践におけるインターン、ンッフ。実施率の高さには、産学連

携による研究活動などを通じた、大学院の教員と産業界とのつながりの強さが影響しているとの指摘が

なされている(寺山孝男「大学院(理系)におけるインターン、ンツブoの取組みj高良和武監修『インタ

ーン、ンッフoとキャリアー産学連携教育の実証的研究:-~学文字土、 2007 年、 125 頁)。

3) 文理の別なく大字二教員養成 (PFF:Preparing Future Faculty)の実践を扱ったものとして、たとえば夏

言達也他『大学教員当端非倒玉)11大学出版会、 2010年を、入社系大学院改革についてとくに研究者養

成の観点から議論したものとして、福留東土「人文・社会科学系大学院における研究者養成と博士学位

一変遷・現状・課題-J広島大学高等教育研究開発センター『大学論集』第35集、 2005年3月、 367・384

頁を参照。これに対して、毘本の文系大学院における研究者養成、高度専門職業人を含めた包括的キャ

リア形成支援の取り組みは、一橋大学などの例外を除けばまだ実践例、研究ともに乏しい。 Neradらに

よる研究では、キャリアパスの多角化や国際性を備えた人材育成の重要性が示される一方、日本におい

ては既存の大学続教育フ。ログラムがそのようなニーズ、に十分対応するものとはなっていないとの問題も

指摘されている。 Nerad，Maresi， and Thomas Trzyna，“Conclusion: Globalization and Doctoral 

Education-'Ibward a Research Agenda，" in Nerad and Heggelund， p， 310; Yamamoto， Shinichi，“10: 

Japan，" in Nerad and Heggelund， p. 215. 

4) 日本経済団体連合会「グローパル人材の育成に向けた提言 J2011年 6丹 14 日

<http://www.keidanren.or.jp/ja panese/policy/20 111062/honbun. pd.f.>。

5) 日本経済団体連合会「経団連成長戦略2011-民間活力の発揮による成長加速に向けて-J2011年9丹

16 Iヨ<http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/20111089/honbun比ml拾ef31>。

6) 文部科学省「第二次大学院教育振興施策要綱J2011年 8月 5 日、文部科学大臣決定<

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdouJ23/08/attachl1309450.htm>。

7) ここで提示する OB・OG調査は、前述のNeradらが米国において社会科学系大学院(政治学、コミュ

ニケーション学、地理学、歴史学、人類学、社会学)を対象に実施したキャリアパス調査を参考にしつ

つ組み立てたもので、ある。 Neradらの調査自体参照すべき重要なデータを提供してくれるものではあ

るが、その一方でそれが直ちに日本の大学院に当てはまるとは限らず、知見の応用に際してもまずは自

本の文系大学院(あるいはキャリア形成支援を実施する特定の大学院)について調査を実施し、実践の

基盤とすべきであろう。なお、Neradらの調査については以下を参照。UniversityofWashington， Center 

for Innovation and Research in Graduate Education，“Social Science PhDs-Five+ Years Out 
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[2007-2009]，" 

<http://depts.washington.edu/cirgeweb/dresearch/phd-careerpath-surveys/social-science-phds五ve-y

eぽダoutl>.

8) 調査対象は現在の研究科を修了・退学した学生、及びi日研究科を 2003年度以降に修了・退学したもの

を含む。

9) 文部科学省による 2011年度「学校基本調査jにおいて、入学者数に対する就職者数の割合(進学者を

含まなし¥)は平均値が修士課程で72%、博士諜程で64%となっている。その中で社会科学系は修士課程

53%、博士課程 48%であるのに対して、人文科学系は修士課程 43%、博士課程 33%と、芸術系を除け

ばもっとも{岳、数{直となってしも。文部科学省「朝交基本調査一平成 23年度(速報)結果の概要一J

2011年8月4日公表 <h抗p://www.mext.go.jplb_menu/toukeilchousa01Ikihonlkekkalk_detaill 

1309148.htm>。

1ω 全?婦問査者・全項自での平均値が48.6%で、あったことから、基準値を50%に設定している。

n)一般企業が選考にあたってとくに重視した要素についての調査では、コミュエケーション能力 (80.2%)、

主体性 (62.1%)、協調性 (55.0%)、チャレンジ精神 (50.2%)への意識が過半数を超えることが示され

ている。 日本経済団体連合会「新卒採用 (2011年3sJ玲二業者)に関するアンケート関査:J2011 1:1三9月
28日<http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2011/091/kekka.pdf>。

12) PFP実施委員会の活動概要についてはホームページを参照 <http://pfp.hass.tsukuba.ac伊/>。

13)研究科は哲学・思想専攻/歴史・人類学専攻/文芸・言語専攻/現代詩・現代文化専攻/国際公共政策

専攻/経済学専攻/法学専攻/層際紺或研究専攻/国際日本研究毛主攻によって構成されている (2011&:f三

10月現在)。

14) European Science Foundation (ESF)， Research Careers in EuropθLandscape and Horizon， A Report 

by the ESF Member Organization Forum on Research Careers， December 2009， p. 13 

<http://www.esf.org/fileadmin厄品'>.s/CEOlResearchCareers_60p%20A4_13Jan.p従>. 研究活動を通

じて培われうる開多転可能なスキノレjにはたとえば、共同作業能力/コミュニケーション能力/プロジ

ェクト管理能力/研究運用能力/研究上のリーダーシッフ。/創造力/抽象的思考能力/研ー究手法や技術

に関する知識/教育指導能力/事業運営能力(起業、利益創出、イノベーション、特許取得、知識移転)

/研究倫理/決定フ。ロセスにおける科学的知見の利用/交渉力/ネットワークスキル/資金獲得能力/

キャリア設計能力などが挙げられる。

15)各講演の内容も 「社会科学系のキャリアデザインについてJ、「人文系のキャリアデザインについてj、

「大学院で学んだことは役に立つのかj、「研究・教育キャリアについてj、n職業としてのアーキピストJ、
fキャリアデザインとインターンシップJなど、大学院生のキャリアイメージを膨らませるという統一

テーマのもとに多角的に構成されている。

16)このような博士課程の学生を対象とする試みに加えて、とくに修士課程の学生に対するイメージ提供の

場として筑波大学大学院人文社会科学研究科の修士課程修了者をゲ、ストスビーカーする f特別講演会j

を開催することで、多様なニーズへの対応を試みている。

17)実習の内訳は、 PFP斡旋の出版社における実習者4名、研究所での実習者2名、学生が個別にアプロー

チしたベンチャー企業で、の実習者l名となっている。

18)このような問題意識から、 PFP実施委員会で、は一部の講演を人文社会科学研究科 FD(Facul勿

Development)委員会と共催として、教員の参加も可能な形をとっている。
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添付資料 OB-OGアンケート誤査質問項目(留学生も対象としているため、原文は英5き併記)

A.アンケートにご自答くださる方についてお尋ねします。差し支えない範囲でお聞かせください。

(1)入学年度: 年度

(2)修了年度: 年度、または退学年度: 年度

(3)所属した専攻

(4)性別(該当するものを選ぶ):男・女

(5)国籍(該当するものを選ぶ):日本、その他

(6)現在の居住地(該当するものを選ぶ):日本、その他

(7)現J織(複数回答可)

専攻(選ヰ尺肢を提供する)

口大学教員(常勤・非常勤)

己中高教員(常勤・非常勤)

ロ公務員(国家公務員、地方公務員)

口一般官業(糊霊: 、肩書き

口その他

(8)修了・港新設の職歴(非常邸内一般i肢を含む)

B.修了後・退学後の進路についてお尋ねします。差し支えない範関でお聞かせください。(該当する記号を選ぶ)修了・退学し

てから、希望する職につくまでに何年かかりましたか。

口一一二ム!三かかった

ロまだ希望する織についていない0

1. 現職に満足していますか

己満足

ロほぽ満足

ロやや不I'l埼.fE

D不満足

口どちらとも言えない

2. 満足・不満足の要因はj可ですか。次の中から選んでください。(複数回答可)

ロ専門がltカ吐ーる

口知的刺激

己社会的貢献

ロキャリアアップの可有国主

口給与

ロ研究費

口研究時間

口安定性

口ワーク・ライフバランス

口戦場の立地

口配偶者の意見

p
h
U
 

F
h
u
 



口その他(自由記述)

3. 修了後・退学後の進路は大学院入学前の予測どおりでしたか。

口予測どおりだ、った

口ほほ、予測どおりだ、った

口やや予測外だ、った

己予測タトだ、った

口どれとも言えない

理由(自由言己主)

c.人文社会科学研究科における教育は専門的知識を深め、研究能力を高め、それを学位として結実させることを主たる自的と

していますが、それを通して学生は社会人(大学教員を含む)としての付加髄億を高めることになります。ここでは、後者、

すなわち大学践教育を還して培われる社会人としての付加価値についてお尋ねします。

下記の項目のうち、これまでに就いたl践において特に必要性を感じてきたものはどれですか(援数回答可)。

・選択した項目については、あなたが大学!涜で、受けた教育や指導が当該能力の脊JJX:にとって脊用だったかどうかを5制措(5r非

常に有用だ、ったJ、4rあるfD支有用だ、ったj、3rどちらとも言えなしリ、 2rあまり有用ではなかったj、1r全く有用ではな

かったJ)で詔守面してください。

-評価の理由についても、お間カシせください。その際、大学1¥完で、履修した授業、指導教員による研究l'旨導、指議場〔員以外の教

員や先輩からの指導、課外の研究会、 TA・RA、その他のうち、ど、れが当該能力の育成に役立ったのか、なるべく具体的に磐

いていただけると助かります。

ロひとつの物事を深く考える力

口物事を多面的に考える力

口状況に応じた柔軟な思考力

ロ情報(資料々チータ)を収集し、分析する能力

口自的に応じた文章を適宣誓:き分ける能力

色新たな研究や事業を企画・立案する能力

口分釘や立場の異なる人々とコミュニケーションをとる能力

口分釘や立場の異なる人々と協開して問題を解決する能力

口チームワーク

ロプレゼンテーション能力

口各種の資金(研究費、予算など)を獲得する能力

日現られたリソース(時間、資金、人材)を適切に配分し、有効に活用する能力

口教育能力

ロ研究倫理

口外国語を使いこなすすE力

口その他(自由言己主)

D.一人一人の大学院生が修了後の進路の選千用支を広If、修了・退学後に大学教員として、あるいはそれ以外の職業人としてよ

りいっそう社会で活躍できるような方向に当研究科の教青プログラムを改善するとしたら、どのように変えたらいいでしょ

うか。ご自身の経験を踏まえて、ご意見やご提案をお関かせください。(自由記述)
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